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1. はじめに 

デジタルホログラフィック顕微鏡 (Digital 
Holographic Microscope : DHM)は、物体の屈折率

や厚みなどの定量位相情報を非侵襲・非接触で高

速かつ広視野で計測可能な技術であるが、光学系

の複雑化や大型化という課題があった[1]。我々の

研究グループはこれまでアライメントの簡易化、

装置の超小型化が可能な平面導波路型デジタル

ホログラフィック顕微鏡(Planar Lightwave Circuit 
Digital Holographic Microscope : PLC-DHM)の開発

を行ってきた[2]。複数の光源を用いてマルチスペ

クトル化することでカラーイメージングや、合成

波長による高ダイナミックレンジを持つ定量位

相イメージングも可能となった。 
波長を合分波する素子としてアレイ導波路グ

レーティング(Arrayed Waveguide Grating : AWG)
がある[3]。これまで、AWG と PLC-DHM を組み

合わせることで、1 チップ導波路と最小限の空間

光学系で分光計測と 3 次元イメージングを両立

できる可視光アレイ導波路グレーティングを組

み込んだ 1 チップ平面導波路型デジタルホログ

ラフィック顕微鏡(AWG-PLC-DHM)を提案し、基

礎的な検討を行ってきた。本稿では、可視光アレ

イ 導 波 路 グ レ ー テ ィ ン グ を 組 み 込 ん だ

AWG-PLC-DHM の実現を目指し、2 つの AWG の

評価を行う。 
 

2. AWG-PLC-DHMに向けた AWGの基礎評価 
Figure 1(a)に提案する AWG-PLC-DHM の概要図

を示す。 AWG-PLC-DHM は 8 チャネルの

AWG(AWG8)と 32 チャネルの AWG(AWG32)の 2
種類の AWG を組み合わせ、2 段階で狭帯域化す

ることでコヒーレンス度を高め、導波路端面から

の出射光を干渉計測可能な状態にする。AWG8
で分波を行い、さらに AWG32 で狭帯域する。こ

れにより白色光から所望の波長を選択して、

DHM による 3 次元イメージングが可能となる。

本研究においてはAWGを可視域帯に向けて設計

試作し、2 種類の AWG を Super continuum 光源

を用いて、チャネル毎の伝搬損失や半値全幅を評

価した。Fig. 1(b)に AWG8 の評価の一部を示す。

例えば波長 606 nm の半値全幅は 17 nm であり、

コヒーレンス長は 20 µm 程度となる。

AWG-PLC-DHM において必要なコヒーレンス長

は、測定対象物にも依存するが 2 mm 程度を想定

しており、波長が 606 nm の場合では求められる

半値全幅は約 0.18 nm となる。Fig. 1(c)に、AWG32
より得られた 32 チャネル中の 1 チャンネルを取

り出した半値全幅を示す。半値全幅は 0.2 nmで、

波長が606 nmの場合コヒーレンス長は1.8 mmと

なり、干渉計測に利用できるだけのコヒーレント

長まで狭帯域化できることが確認できた。 
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Fig. 1 Concept optical setup of (a) AWG-PLC-DHM, 

experimental results of (b) AWG8, (c) AWG32 

3. まとめ 
2 つの AWG を利用し 2 段階で狭帯域化すること

で、コヒーレンス長を高めて干渉計測に利用する 
AWG-PLC-DHM を提案し、2 つの AWG の評価を

行った。効率や波長間隔等改善すべき点も顕わに

なり、今後 AWG-PLC-DHM の実現に活かしてい

く。 
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